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少子化対策民間活動助成事業補助金交付要綱を次のように定める。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

少子化対策民間活動助成事業補助金交付要綱

（趣旨）

�
� 県の交付する少子化対策民間活動助成事業補助金（以下「補助金」という。）については、補助金等交付規則

（昭和��年島根県規則第��号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、この告示の定めるところによる。

（定義）

��� この告示において、「民間団体等」とは、県内において活動する特定非営利活動法人その他の民間の団体であっ

て、知事が適当と認めるものをいう。

（交付の目的等）

�� 県は、少子化対策の推進に資する事業に取り組む民間団体等を支援し、又は育成し、もって県民が主体的に行う

少子化対策のための多様な取組を促進するため、民間団体等が自ら企画し、及び実施する次条に定める事業に要する経

費のうち知事が必要かつ適当と認めるものについて、予算の範囲内において補助金を交付するものとする。

（補助対象事業）

��� 補助金の対象となる事業は、次に掲げるものとする。ただし、営利を目的とするもの及び当該事業を実施する民

間団体等の構成員のみを対象とするものを除く。

� 子育て支援又は児童の健全育成の支援に係る事業

� 結婚対策の推進に資する事業（結婚を希望する者に対する異性と出会う機会の提供（以下「出会いの場づくり」と

いう。）を目的とするものを除く。）

� その他少子化対策の推進に資する事業であって、知事が適当と認めるもの

（補助対象経費等）

��� 補助金の交付の対象である経費、交付の率及び交付の限度額は、次の表のとおりとする。
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少子化対策民間活動助成事業補助金交付要綱 （青少年家庭課）

����������������������������������������������������

�
�
�
�
�

����������������������������������������������������

�
�
�
�
�



島 根 県 報

� 前項の規定により、交付しようとする額に�����円未満の端数があるときは、その端数全額を切り捨てた額とする。

（補助金の交付申請）

��� 補助金の交付を受けようとする者が規則第�条の規定により提出する申請書は、少子化対策民間活動助成事業補

助金交付申請書（様式第�号）とする。

（補助事業の変更等の承認申請）

��� 補助事業者は、規則第�条の規定により知事の承認を受けようとするときは、少子化対策民間活動助成事業補助

金変更（中止・廃止）承認申請書（様式第�号）を知事に提出しなければならない。

（実績報告）

��� 補助事業者が補助事業の完了したときに規則第��条の規定により提出する実績報告書は、少子化対策民間活動助

成事業補助金実績報告書（様式第�号）とする。

� 補助事業者は、前項の実績報告書を当該補助事業の完了の日から起算して�月を経過した日又は補助金の交付の決定

のあった日の属する年度の�月	�日のいずれか早い日までに知事に提出しなければならない。

（補助金の支払）

��� 知事は、第�条に規定する補助金の交付の目的を達成するために必要があると認めるときは、補助金の全部又は

一部を概算払により交付することができる。

� 補助事業者は、補助金の支払を受けようとするときは、少子化対策民間活動助成事業補助金概算（精算）払請求書

（様式第�号）を知事に提出しなければならない。

（補助金の経理等）

���� 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を備え、当該補助事業が完了した

日の属する会計年度の終了後
年間保存しなければならない。

	 


この告示は、平成��年�月�日から施行する。

号外第��号 平成��年�月�日()



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (�)

�����（第�条関係）

年 月 日

島根県知事 様

所在地

申請者 名 称

代表者職・氏名 �

少子化対策民間活動助成事業補助金交付申請書

補助金等交付規則第	条の規定により、下記のとおり少子化対策民間活動助成事業補助金の交付を申請します。

記


 事業名

� 事業区分（該当するものに○をしてください。）

� 子育て支援又は児童の健全育成の支援に係る事業

� 結婚対策の推進に資する事業（出会いの場づくりを目的とするものを除く。）

� その他少子化対策の推進に資する事業

� 事業の目的及び内容

別紙
事業計画書のとおり

	 事業に要する経費及び補助金交付申請額

� 事業に要する経費 円

� 補助金交付申請額 円

 事業に要する経費の配分

別紙�収支予算書のとおり

� 団体の概要

別紙�団体概要書のとおり
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事 業 計 画 書

事 業 名

事業の目的、背景等

事 業 の 内 容

少子化対策推進の観点

から期待される効果等

事 業 実 施 日 程

次年度以降の事業計画 〔事業の内容、財源を確保する見込み等について記入してください。〕

事 業 実 施 体 制



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (�)

���

収 支 予 算 書

� 収入 （単位：円）

	 支出 （単位：円）

（注） 項目別及び経費区分別（謝金、旅費、需用費、役務費等）に記入すること。

項 目 金 額 内 容

合 計

項 目 金 額 積 算 根 拠

合 計
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団 体 概 要 書

（注） 団体の会則、活動概要書等があれば添付すること。

フ リ ガ ナ

団 体 名 〔法人格がある場合は、必ず記入してください。〕

フ リ ガ ナ

役 職 名
代 表 者 氏 名

所 在 地 等

〒 －

ＴＥＬ － － ＦＡＸ － －

ホームページアドレス Ｅ－ｍａｉｌ

フ リ ガ ナ

役 職 名
連絡責任者氏名

連 絡 先

〒 －

ＴＥＬ － － ＦＡＸ － －

携帯電話 － －

団体設立年月日 年 月 日

設 立 目 的

会 員

会 員 計 名

（内訳）

正会員 名 賛助会員 名

その他 （ ） 名

活 動 内 容



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (�)

�����（第�条関係）

年 月 日

島根県知事 様

所在地

申請者 名 称

代表者職・氏名 �

少子化対策民間活動助成事業補助金変更（中止・廃止）承認申請書

年 月 日付け第 号で補助金の交付決定があったこの事業について、下記のとおり変更（中止・

廃止）したいので、補助金等交付規則第�条第	項の規定により申請します。

記

	 事業名


 変更（中止・廃止）の理由及び内容

� 変更後の事業に要する経費及び変更交付申請額

� 事業に要する経費 円

� 変更後の事業に要する経費 円

� 交付決定額 円

� 変更交付申請額 円

（注） 事業費又は積算根拠に変更がある場合は、当初申請時の収支予算書に変更後の数値を併記（
段書き）した

ものを添付すること。



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日(�)

�����（第�条関係）

年 月 日

島根県知事 様

所在地

申請者 名 称

代表者職・氏名 �

少子化対策民間活動助成事業補助金実績報告書

年 月 日付け 第 号で補助金の交付決定があったこの事業を 年 月 日付けで完

了しましたので、補助金等交付規則第��条の規定により、下記のとおり報告します。

記

	 事業名


 事業の概要

別紙	事業実績報告書のとおり

� 事業に要した経費及び補助金交付申請額

� 事業に要した経費 円

� 補助金交付申請額 円

� 収支決算

別紙
収支決算書のとおり

 事業完了年月日 年 月 日



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (�)

���

事 業 実 績 報 告 書

（注） 事業の実施状況が分かる写真、印刷物等を添付すること。

事 業 名

事 業 目 的

事 業 実 績

事業実施の効果等

次年度以降の事業計画



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日(��)

���

収 支 決 算 書

� 収入 （単位：円）

	 支出 （単位：円）

（注） � 項目別及び経費区分別（謝金、旅費、需用費、役務費等）に記入すること。

	 支払いの状況が分かる証拠書類等の写しを添付すること。

項 目 金 額 内 容

合 計

項 目 金 額 積 算 根 拠

合 計



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (��)

�����（第�条関係）

年 月 日

島根県知事 様

所在地

申請者 名 称

代表者職・氏名 �

少子化対策民間活動助成事業補助金概算（精算）払請求書

年 月 日付け 第 号で交付決定があったこの補助金について、概算（精算）払を下記のとお

り請求します。

記

補助金の請求金額 金 円

内訳 交 付 決 定 額 金 円

補助金受領済額 金 円

今 回 請 求 額 金 円

残 額 金 円
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